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平成平成平成平成２０２０２０２０年度年度年度年度のののの財政運営財政運営財政運営財政運営    

    

合併３年目を迎え、飛躍の年として、「北近畿をリードする創造性あふれたまち」づくりを

目指して、のびのび福知っ子支援事業や放課後まなび教室などをはじめとする子育て支

援事業や妊婦健康診査事業をはじめとするくらし安心・安全対策事業を推進し、魅力ある

都市づくりの実現のためＪＲ福知山駅を中心とする福知山駅周辺整備事業などを実施し、

今年度ＫＴＲ福知山駅の開業をすることができた。また、地域情報格差の解消を図るため、

「e－ふくちやま」整備事業の推進を行った。 

 また、昨年は、リーマン・ショックをはじめとする世界の金融資本市場の危機的状況を受

けて、急速に景気が後退し、雇用不安や生活状況が悪化して、経済情勢は非常に厳しい

ものとなったことから、本市においても、国の経済対策を活用した予算措置を講じるなど緊

急の雇用・不況対策を行った。 

本年度も昨年度に引続き集中改革プランに基づき行政改革の積極的な推進に努め、人

件費については、前年度比約２．４％の削減を行うとともに、公的資金補償金免除の市債繰

上償還も実施し、将来を見据えた財政構造の構築を図った。 

さらに、本年から、地方財政の健全化に向けた「地方公共団体の財政の健全化に関する

法律」の適用が開始されることに鑑み、一般会計・特別会計・企業会計を含めたオール福

知山の「財政健全化」に向けた取組として、公設地方卸売市場事業特別会計をはじめ福知

山駅南土地区画整理事業特別会計については、減債基金等の有効活用により、その累積

赤字の解消に努めた。 

 



 2

 

 

１１１１    決算規模決算規模決算規模決算規模    

    

    

    

○歳入総額  １９億８９６万円の増（５．０％増） （数値は万円未満を四捨五入） 

 歳入総額は、４０,372,552,250 円で、前年度に比べて約 19 億 1,000 万円の増と

なった。主な要因は、国の経済対策等に伴う国庫支出金の増加、地方交付税の

増加、継続中の投資的事業の進捗による市債の増加等によるものである。 

 

市税 １億１，３４０万円の増（０．９％増） 

・固定資産税の増 ２億２，７１４万円の増（４．０％増） 

    新増改築家屋の増、償却資産の増、負担調整措置による増 

・法人市民税の減 １億２，８６８万円の減（６．８％減） 

    景気悪化による法人税割の減 

   

地方交付税 ６億３，９３５万円の増（７．１％増） 

･普通交付税 ６億３，７８３万円の増 

  主な基準財政需要額の増加要因 

地方再生対策費 ３億３，６６４万円皆増 

公債費 ３億７，８８５万円の増 

 

 国庫支出金 １２億５，８９９万円の増（３２．２％増） 

定額給付金 ９億円の増 

地域活性化・生活対策臨時交付金 ３億６，４７５万円の増 

 

 繰入金 ２億２，１４８万円の減（９．８％減） 

鉄道網整備事業基金 ３億１，０９３万円の増 

企業誘致促進基金 ９，０９７万円の増 

財政調整基金 ６億４，０００万円の減 

  

 市債 ４億５，２７０万円の増（１４．０％増） 

武道館整備 ６億４，２８０万円の増 

e－ふくちやま整備 １億１，２９０万円の増 

埋立処分場整備 ２億３，６８０万円の減 

歳入決算額  ４０，３７２，５５２，２５０円（前年度比５．０％増） 

歳出決算額  ３９，４７４，９９２，２８８円（前年度比５．４％増） 

一般会計 

内訳 
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○歳出総額  ２０億１，０４６万円の増（５．４％増） 

 歳出総額は、39,474,992,288 円で、前年度に比べて約 20 億 1,000 万円の増とな

った。 

職員数の削減により人件費は約 1 億 7,500 万円減少した。他方、経済状況悪化に

伴う生活保護費の増等による扶助費の増加や定期償還の増に加えて繰上償還を

実施したことによる公債費の増加により、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）は、

約 6 億 4,000 万円(3.5%)増加した。 

また、国の経済対策に伴う定額給付金の支給や市民病院事業会計負担金の増

等により補助費等が約 9 億 6,000 万円増加するとともに、特別会計健全化対策の実

施等に伴い繰出金が約 11 億 8,000 万円増加したこと等が主な増加要因である。 

                 

～「地方財政状況調査」の性質別区分による 

 人件費 １億７，５４２万円の減（２．４％減） 

給料 １億５５７万円減（職員数１４人減） 

期末勤勉手当 ４，５３４万円の減 

超過勤務手当 ２，３００万円の減 

 

 扶助費 ２億６，４３９万円の増（４．９％増） 

生活保護費 １億１，５３０万円の増 

福祉医療 ５，１８４万円の増 

身障施設支援費 ３，０９９万円の増 

保育所運営費 ２，４１１万円の増 

ふくふく医療 ２，２３５の増 

児童手当 １，０５２万円の増 

  

公債費 ５億５，４３９万円の増（９．６％増）  

公的補償金免除繰上償還金 ３億３４３２万円の増 

定期償還（過疎・臨財債） ２億１，４４４万円の増 

 

義務的経費 対前年比３．５％増 ＊義務的経費＝人件費＋扶助費＋公債費 

 

 補助費等 ９億５，８７４万円の増（３７．７％増） 

定額給付金 ７億４，０６１万円の増 

市民病院事業負担金 １億３，５４７万円の増 

税等還付金 ２，８４４万円の増 

子育て応援手当 １，３７７万円の増 
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 積立金 １億６，３１８万円の増（３０．４％増） 

鉄道網整備事業基金 １億２，２８１万円の増 

企業誘致促進基金 ７，９９０万円の増 

減債基金 ５，３８９万円の増 

 

 貸付金 ７億９，３３４万円の減（９６．９％減） 

病院事業会計貸付 ８億円の減 

 

 繰出金 １１億７，６３６万円の増（２８．２％増） 

後期高齢者医療 ８億２，１８２万円の増 

公設卸売市場事業 ５億１，８８４万円の増 

駅南土地区画整理事業 ４億９，７００万円の増 

老人保健医療事業 ６億２，４０４万円の減 

国民健康保険事業 １億２，０８７万円の減 

農業集落排水施設事業 １億７４万円の減 

 

投資的事業 １億５４０１万円の減（２．３％減） 

        普通建設事業補助事業 ７，７４５万円の増（３．９％増） 

            福知山駅周辺事業 １億 7,048 万円の増 

            大江保育園 8,552 万円の増 

            防衛施設周辺整備事業 6,598 万円の増 

埋立処分場整備 1 億 4,262 万円の減 

基盤整備促進事業（遷喬） 1 億 645 万円の減 

団体営ため池整備事業 5,862 万円の減 

        普通建設事業単独事業 １億４,５８２万円の減（3．2％減） 

            武道館建設事業 ６億 9,705 万円の増 

            企業誘致促進基盤整備 6,246 万円の増 

            ごみ処理施設改修 1 億 4,886 万円の減 

            福知山駅周辺区画整理事業 6 億 1,365 万円の減 

            石原土地区画整理事業 2 億 5,613 万円の減 

        災害復旧事業 ８,５６４万円の減（皆減） 

 

 平成２０年度は、都センターをはじめとするプロジェクト事業の見直しを行ったこと 

により、予定をしていた単独事業を凍結や繰延べしたことにより、当初予算では、 

前年比５１．５％の伸びを示していたが、結果として大幅な減額になった。 
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２２２２    決算決算決算決算収支収支収支収支    

昭和昭和昭和昭和４７４７４７４７年度以来年度以来年度以来年度以来３７３７３７３７年連続年連続年連続年連続のののの黒字決算黒字決算黒字決算黒字決算をををを確保確保確保確保したしたしたした。。。。    

その要因としては、地方消費税交付金等は予算額を下回ったものの、市税収入や地方

交付税については、予算を上回る収入額の確保が得られ、さらに集中改革プランの確実な

進行による経費の節減合理化等により財源確保に努めた結果、実質収支で、６３８，７６８，

６７６円の黒字決算を確保するとともに、基金取り崩しを抑制したことにより実質単年度収支

についても２３,６４５,７３９円の黒字を確保した。 

　　　　区　　　　分 平成２０年度 平成１９年度 差引 増減率
歳入総額　① 40,372,552 38,463,592 1,908,960 5.0
歳出総額　② 39,474,992 37,464,532 2,010,460 5.4
歳入歳出差引額①－②＝③ 897,560 999,060 △ 101,500 △ 10.2
翌年度へ繰越すべき財源④ 258,791 171,123 87,668 51.2
実質収支③－④＝⑤ 638,769 827,937 △ 189,168 △ 22.8
単年度収支　⑥ △ 189,168 △ 28,797 △ 160,371 556.9
積立金（財政調整基金）⑦ 12,452 15,333 △ 2,881 △ 18.8
繰上償還金（任意）⑧ 540,361 206,045 334,316 162.3
積立金取崩し額（財政調整基金）⑨ 340,000 940,000 △ 600,000 △ 63.8
実質単年度収支⑥＋⑦＋⑧－⑨ 23,645 △ 747,419 771,064 △ 103.2

（単位：千円、％）

 

 

３３３３    基金基金基金基金残高残高残高残高のののの状況状況状況状況        ～～～～９９９９億億億億４４４４,,,,００００００００００００万円万円万円万円減少減少減少減少    

基金残高全体では、前年度比９億３,５９３万円減の６８億１,８３５万円となった。 

財政調整基金については、義務的経費などの増高に対応するための繰入をしている。 

また、減債基金は集中改革プランの推進による公的資金補償金免除繰上償還の実施や

地方財政健全化法に対応した資金不足比率の解消に向けた取組により基金の取崩しした

ため、減少している。特定目的基金については、合併特例債を活用した地域振興基金の

計画的な積立により合併後はほぼ同額で推移している。 

基金残高の推移
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（定額運用基金、特別会計分を除く。）
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４４４４    市債市債市債市債残高残高残高残高のののの状況状況状況状況        ～～～～１７１７１７１７億億億億４０００４０００４０００４０００万万万万円減少円減少円減少円減少    

    

 市債残高については、合併後旧町の地方債を引継ぐとともに合併特例債事業の推進に

より、その額が大きく膨らんだことから、その抑制に努めるとともに、集中改革プランによる公

的補償金免除繰上償還の実施により削減に努めている。その結果、市債残高は昨年度に

比べて約１７億円減少したが、府内においては依然として高い状況である。 

 また、人口一人当たりの市債残高は一般会計で５９７，２５５円、交付税措置を除いた実質

的な市債残高は２２６，５２６円で、前年比では１２，３４９円の減になっている。 

 全会計では１，２６３，９０７円で、実質的な市債残高は６４３，６１３円になっている。 

 前年比では全会計で２７，９５６円減額になったものの、実質的な市債残高では交付税の

算入措置の影響から６，５３６円の増となった。 

 

市債残高の推移
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（１）国民健康保険事業 

医療制度改正に伴い、被保険者数、財源構成の大幅な変動、医療費の増大に

より国保会計に大きな影響があったため、前年度繰越金、基金繰入等を行い財源

措置を図るとともに、補助金の確保に努めた結果、実質収支で３１４,３４２,９２６円の

黒字を確保した。 

今年度より、各医療保険者に義務付けられた特定検診・特定保健指導に取組む

とともに、コンビニ収納を開始した。 

 

（２）国民健康保険診療所費 

本事業は、へき地医療対策として医療活動を行っているものである。 

診療件数（レセプト数）は雲原診療所で減少し、金山診療所で微増となった。 

患者数（延人数）は、雲原診療所・金山診療所ともに微増となった。 

診療収入は、雲原診療所が減少し、金山診療所については、微増となった。 

その結果、実質収支は、昨年の７,３３５,２０６円から５,６０３,０２１円の赤字となり、前

年度より１,７３１,５９４円の赤字減となった。 

 

（３）と畜場費 

処理頭数においては、対前年比で成牛１４頭増の１４２頭、豚２９頭減の１４頭、

山羊が新たに１４頭となったものの、昨年に比べて大きな動きはなかった。 

収支については、一般会計からの負担金・繰入金により収支の均衡を図った。 

 

（４）簡易水道事業 

当年度末の簡易水道調定件数は、１０,２１１件で前年度より２９６件の減、給水量

については、２,７９９,１５３㎥で前年度より９,７５５㎥の減となった。 

工事では、牧川筋統合整備、簡易水道上水道統合整備、菟原簡易水道施設改良、

細見・川合緊急連絡管布設、電源立地促進対策交付金事業等の工事を実施し、

安定給水を図った。 

決算収支については、一般会計より繰入れを行い、実質収支で５５,３６４,８９１円

の赤字となったが、単年度収支では９４,４９８,０５５円の黒字となり収支が改善され

た。 

 

（５）下水道事業 

本年度の面整備について、公共下水道区域においては、三俣（平石）の河東系

統、下天津・瘤木の牧川系統、その他駅週・東岡等を、また、特定環境保全公共下

特別会計 
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水道区域においては、牧川系統の立原・野花・上下大内・夷・六十内・十三丘・猪

野々・梅谷地内を、三和処理区では、三和浄化センター水処理施設を、大江中部

処理区では、中央地区の管路布設工事を実施し、管渠の累計延長は４９７,０１６ｍと

なった。 

下水道整備済区域は、２,３２５．６ｈａ、整備率は８９．８％、水洗化率は９４．２％で

本市全人口に対する公共下水道の水洗化可能人口比率（普及率）は、７９．８％とな

った。 

浸水対策としては、公共下水道浸水対策事業により、内記貯留施設の整備を行っ

た。 

合流式下水道の改善のため、公共下水道水質保全事業により、中部ＣＳＯ貯留施

設築造工事を進めた。 

決算収支については、実質収支で１５９,５５４,６０５円の黒字を確保した。 

 

（６）宅地造成事業 

分譲地の売却を平成１７年度より開始し、平成２０年度末で６１区画の売却を行っ

た。 

宅地造成事業では、雨水排水施設整備として雨水排水機場の整備、周辺水害対

策の仮締切、ゲート設置を行い、植栽帯や道路整備を行った。また、集落環境整備

では、既設道路２路線の整備を行った。（進捗率 約７９％） 

実質収支では６０,９９４,７３２円の黒字を確保した。 

 

（７）休日急患診療所費 

休日において、緊急に医療を必要とする市民に対して初期救急の診療を行った。

診療状況では、受診者が１,４７６人で前年度より４１人の増となった。一日当たりの平

均受診者は、２０．８人で前年度の２０．２人を上回った。 

決算収支は一般会計から１４,４２２,６５５円の繰入れを行うことにより、収支の均衡

を図った。   

 

（８）公設地方卸売市場事業 

   施設機能の維持管理を図りながら円滑な運営に努めたが、近年の市場外流通

の増加や市場関係者の高齢化、後継者不足により市場を取り巻く環境は一層厳し

さを増している。 

    こうした中、青果部門の取扱量は前年対比７．５％増の２,４９０トン、取扱金額は前

年対比３．０％増の７０２,８９６千円と３年ぶりに７億円台を回復したが、量、金額とも

に果実等が増加し野菜については減少傾向が続いている。 

歳入については、卸売業者、関連事業者にかかる施設使用料及び売上高使用料
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は、ほぼ前年並みを確保したが、駐車場の利用減による場内施設使用料の減によ

り、前年対比１２．３％の減となった。 

決算収支は、資金不足比率の解消を図るため、一般会計からの借入４１９,０００千

円と繰入１０４,８４６千円を受けることにより、１,１３７,９１５円の黒字を確保した。 

 

（９）老人保健医療事業 

平成２０年度４月より、老人保健制度は後期高齢者医療制度に移行されたことによ

り、平成２０年度の医療費は、医療機関等より請求される診療報酬の月遅れ請求分

と過誤調整による請求分等で、事業費は大幅な減少となった。 

決算では、支払基金交付金、支払基金審査支払手数料は超過交付となったが、

国庫支出金に不足が生じたため２２,９１９,６５１円の赤字決算となった。  

 

（10）駅南土地区画整理事業 

平成２２年度の事業完了を達成するため保留地の積極的な売却を進めた。決算

収支については、資金不足比率の低減を図るため一般会計から４９７,０００千円の

繰入を受けることにより、４７２,９３９,５０６円の赤字となったが、単年度収支では５５１,

５３２,７５３円の収支の改善が図られた。 

 

（11）農業集落排水施設事業 

平成１９年度で、農業集落排水計画処理区域全域の整備が完了した。 

農業集落排水事業全体の管渠累計延長は２２８,３６７ｍ、管渠整備率１００％、水

洗化率９３．４％、本市全人口に対する水洗化可能人口比率（普及率）は、１３．２％

となった。 

決算収支では６１,５６７,４５０円の赤字となったが、単年度収支では４１,２４３,７４５

円の改善が図られた。 

 

（12）石原土地区画整理事業 

街区整備工事及び５公園整備工事が完了し、住民の更なる生活環境の向上に寄

与した。また、宅地化された換地への家屋建築も進み区画内外からの人口定着が

進んだ。 

決算収支については２,２８６,７４２,５１３円の赤字となり、昨年決算から比較すると３

６,０５１,７５７円の改善が図られた。 

 

（13）駅周辺土地区画整理事業 

道路及び広場の築造工事により、福知山駅周辺の交通機能等の充実強化を図っ

た。また、街区整地工事、上水道配水管、下水道管、ガス管の新設及び移設工事
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等により、都市基盤整備が進捗し、都市機能を高めた。(進捗率 ８５．６％) 

決算収支については、保留地３区画を売却したが１,３６６,５４８，３２１円の赤字と

なり、１９１,４８１,４３３円の赤字幅が広がった。 

 

（14）介護保険事業 

決算では、保険事業勘定は９４,８８７,５１９円の黒字を確保した。介護サービス事

業勘定についても４,５３０,３３２円の黒字を確保した。 

平成２０年度の年間平均被保険者数（４０歳以上）は４６,４９８人、認定者数年間

平均は３,７８２人となっている。 

介護従事者の処遇を改善するために、平成 21 年度に介護報酬が平均３％引上

げとなることに伴い、急激な介護保険料の上昇を抑制することを目的として、介護従

事者処遇改善臨時特例基金を新たに設置して積立を行った。 

 

（15）河守土地区画整理事業 

事業計画に基づき、主要区画道路（幅員１２ｍ）及び附帯設備、区画道路（幅員

６ｍ）、街区公園３箇所の整備を進め、都市基盤の整備を図った。（進捗率 ８９．

０％） 

決算収支については３７,４２５,５８８円の黒字を確保した。 

 

（16）下夜久野地区財産区管理会 

下夜久野地区財産区管理会の運営及び当該財産の管理を行った。 

 

（17）後期高齢者医療事業 

京都府後期高齢者医療広域連合と連携し、新規加入者へ被保険者証の発送、

各種給付金の受付等を行った結果、決算収支については 16,700,006 円の黒字を

確保した。 
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経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率        ９２９２９２９２．．．．９９９９％％％％        ～～～～前年比前年比前年比前年比００００．．．．２２２２ポイントポイントポイントポイント悪化悪化悪化悪化    

 財政構造の弾力性を示す経常収支比率は前年度を 0.２ポイント上回り９２．９％と悪化し

た。 

 その要因は、経常一般財源の市税収入や地方再生対策費の創設などによる普通交付税

は増となり総額で５４７百万円の増額になったものの、経常経費充当一般財源については、

人件費は減少したが生活保護費・福祉医療給付費・ふくふく医療費などの扶助費や公債

費、さらには病院事業会計への負担金等の増が要因となりわずかに上昇した。 

 

また、経常収支比率に大きな影響を与える義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の状

況については、集中改革プランの実施により、人件費は減少傾向にあるものの、少子高齢

化の進展などにより社会保障関係経費をはじめとする扶助費は増加している。また、公債

費については繰上償還を除いた元利償還金は減少しているものの、財政健全化のため公

的補償金免除繰上償還を実施したことにより増となっている。その結果、前年比３．２ポイン

トの増となった。 

義務的経費の推移

72.874.674.380.278.6

56.553.950.449.747.1

63.157.655.754.753.9

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

16 17 18 19 20 年度

億円

公債費

扶助費

人件費

179.6 184.7 180.4 186.0 192.4

 

財務指標 

 

～ 地方財政状況調査に基づく決算分析(普通会計) ～ 

（注）普通会計は公営事業会計以外の会計を総合して１つの会計としてまとめたものをいうが、本市の場合一般会計及び

休日急患診療所費特別会計が対象となる。 
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健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率のののの状況状況状況状況                                                                                                                        （（（（オールオールオールオール福知山福知山福知山福知山））））    

  財政健全化判断比率財政健全化判断比率財政健全化判断比率財政健全化判断比率はははは、、、、各指標各指標各指標各指標ともともともとも早期早期早期早期健全化健全化健全化健全化基準基準基準基準範囲範囲範囲範囲内内内内        

    

平成 19 年６月 22 日「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され、財

政の早期健全化及び再生のための新たな制度が整備された。すなわち、地方公共団体

の財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、以下の４つの財政

指標を「健全化判断比率」として定め、地方公共団体は、健全化判断比率のいずれか

が早期健全化基準以上である場合には、当該健全化判断比率を公表した年度の末日ま

でに、「財政健全化計画」を定めなければならないとされている。また、再生判断比

率（健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた３つの指標）のいずれかが財政再

生基準以上である場合には、当該再生判断比率を公表した年度の末日までに、「財政

再生計画」を定めなければならないとされている。さらに、公営企業を経営する地方

公共団体は、資金不足比率（資金の不足額の事業規模に対する比率）が経営健全化基

準以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければならないとされている。 

本市の場合、昨年度の財政健全化比率は①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率 ③

実質公債費比率 ④将来負担比率 ⑤資金不足比率とも全て早期健全化基準範囲内

であった。 

将来負担比率が上昇したのは、将来負担の軽減のための基金残高が減少したことな

どが要因となり増加したものである。 

また、公営企業等の資金不足比率については、昨年度は早期健全化基準を超えていた

会計について、財政的な支援措置を実施した結果、全ての会計で早期健全化基準範囲内

となった。 

                                                                                                                                                                                                    （単位：％）    

  
① 実質赤字 

比率 

②連結実質 

  赤字比率 

③実質公債費 

  比      率 
④将来負担比率 

- - 16.1  186.0  
福知山市 

（ - ） ( - ) (16.1) (167.7) 

12.23  17.23  25.0  350.0  
早期健全化基準 

(12.28) (17.28) (25.0) (350.0) 

20.00 40.00 35.0 
財政再生基準 

(20.00) (40.00) (35.0)   

 下段(  ）書きは平成１９年度数値 
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⑤資金不足比率 （Ｈ１９～２０において資金不足を生じる会計のみ計上） 

※ 公営企業会計ごとに算定 

   （単位：％） 

会 計 名 H20 H19 早期健全化基準 

 公設地方卸売市場事業特別会計 -  3,132.8 20.0 

 石原土地区画整理事業特別会計 17.7 14.2 20.0 

 福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計 4.0 100.0 20.0 

 福知山駅南土地区画整理事業特別会計 19.4 53.8 20.0 

 

<用語解説> 

○実質赤字比率 

福祉、教育、まちづくり等の地方公共団体の中心的なサービスを行う一般会計等の赤字の程

度を指標化し、財政運営の深刻度を示したもの。この比率が高くなるほど、赤字の解消が難

しくなってくるので、より多くの歳出削減策や歳入増加策を講じるとともに、解消の期間も

長期間になる等、深刻な事態になっているということになる。 

 

一般会計等の実質赤字 
実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

 

○連結実質赤字比率 

一般会計等のほか、特別会計、企業会計を含めたすべての会計の赤字や黒字を合算し、地方

公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての運営の深刻度を示

したもの。 

この比率が高くなるほど、実質赤字比率と同様に、赤字の解消が難しくなる。 

 

連結実質赤字額（イ＋ロ）―（ハ＋ニ） 
連結実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模 

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤

字を生じた会計の実質赤字の合計額 

ロ 企業会計及び公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

ニ 企業会計及び公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

○実質公債費比率 

借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示したもの。

借入金の返済については、削減したり、先送りしたりすることは原則的にできない。このた
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め、この比率が高くなるほど財政の弾力性が低下し、他の経費を節減しないと赤字再建団体

に転落する可能性が高まる。 

 

（元利償還金＋準元利償還金(注)）－（特定財源＋元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 連結実質赤字比率 

（３ヵ年平均） 
＝ 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財

政需要額算入額） 

（注） 

○準元利償還金の内容 

① 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等償還をした場合の１

年当たりの元金償還金相当額 

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充

てたと認められるもの 

③ 加入する組合への負担金・補助金のうち、組合が起こした地方債の償還の財源に充て

たと認められるもの 

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

⑤ 一時借入金の利子 

 

○将来負担比率 

地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や、将来支払っていく可能性のある負担等

の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示したも

の。この比率が高い場合、将来負担額を実際に支払っていかなければならないので、今後の

財政運営が圧迫される等、問題が生じる可能性が高いと言える。 

 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在

高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
将来負担比率 ＝ 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要

額算入額） 

 

○資金不足比率 

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、

経営状況の深刻度を示したもの。この比率が高くなるほど、料金収入で資金不足を解消する

のが難しくなるので、公営企業として経営に問題があることになる。 

 

 資金不足比率 ＝ 資金の不足額（注１）÷事業の規模（注２） 

（注１） 資金の不足額 
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・法適用企業＝（流動負債（※1) ＋ 資産形成以外の目的で発行した企業債残高 － 流動

資産(※2)） － 解消可能資金不足額（※3） 

・法非適用企業＝（繰上充用額 ＋ 支払繰延額・事業繰越額 ＋ 資産形成以外の目的で

発行した企業債残高）－解消可能資金不足額 

（注２） 事業の規模 

・法適用企業＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額 

・法非適用企業＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額 

 

○早期健全化基準 

健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て財政

健全化計画を定め、自主的な改善努力による財政健全化が求められる。 

 

○財政再生基準 

健全化判断比率のうちいずれかが財政再生基準以上の場合には、いわゆる赤字再建団体と

なり、議会の議決を経て財政再生計画を定め、国等の関与による確実な再生が求められる。 
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  <会計区分のイメージ> 

 

一般会計 一
般
会
計
等 

一般会計等に属する

特別会計 
休日急患診療所費特別会計 

実
質
赤
字
比
率 

国民健康保険事業特別会計   

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）   

老人保健医療事業特別会計   

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）   

国民健康保険診療所特別会計   

一般会計等以外の

特別会計のうち公営

企業に係る特別会

計以外の特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計   

病院事業会計 

水道事業会計 
法適用 

企業 
ガス事業会計 

と畜場費特別会計 

簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 

公設地方卸売市場事業特別会計 

農業集落排水施設事業特別会計 

石原土地区画整理事業特別会計 

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計 

福知山駅南土地区画整理事業特別会計 

河守土地区画整理事業特別会計 

公
営
事
業
会
計 企

業

会

計 

法非適用 

企業 

宅地造成事業特別会計 

資

金

不

足

比

率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合     
一部事務組合 

京都府自治会館管理組合     

広域連合 京都府後期高齢者医療広域連合     

実

質

公

債

費

比

率 

地方公社 

第３セクター等（※） 
福知山市土地開発公社       

将

来

負

担

比

率 

 

※第３セクター等への損失・債務保証はしていないため、本市では第３セクターに対する将来負担

比率への実質的な影響はなし。 
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会計別決算概要会計別決算概要会計別決算概要会計別決算概要    

    （単位：千円・％） 

会         計         名 歳入決算 歳出決算 
歳入歳出 

差引 

翌年度 

繰越財源 
実質収支 

歳出決算     

伸   率 

一      般      会      計  40,372,552 39,474,992 897,560 258,791 638,769 7.8 

国民健康保険事業 7,767,844 7,453,501 314,343 - 314,343 0.2 

国民健康保険診療所費 46,183 51,787 △5,604 - △ 5,604 2.8 

と畜場費 16,222 16,222 0 - 0 △3.5 

簡易水道事業 2,408,216 2,459,366 △51,150 4,215 △55,365 16.5 

下水道事業 5,990,817 5,788,084 202,733 43,178 159,555 8.7 

宅地造成事業 158,446 97,451 60,995 - 60,995 84.2 

休日急患診療所費 26,617 26,617 0 - 0 0.0 

公設地方卸売市場事業 541,073 539,935 1,138 - 1,138 △1.5 

老人保健医療事業 878,464 901,384 △22,920 - △22,920 △89.3 

駅南土地区画整理事業 553,408 1,026,347 △472,939 - △472,939 △21.7 

農業集落排水施設事業 954,258 1,015,825 △61,567 - △61,567 △5.7 

石原土地区画整理事業 212,122 2,498,864 △2,286,742 - △2,286,742 △6.4 

駅周辺土地区画整理事業 629,523 1,994,943 △1,365,420 1,128 △1,366,548 △18.4 

保険事業勘定 5,721,343 5,626,456 94,887 - 94,887 8.5 介護 

保険 

事業 
介護ｻｰﾋﾞｽ事業勘

定 
26,414 21,884 4,530 - 4,530 25.8 

河守土地区画整理事業 193,178 155,752 37,426 - 37,426 △30.7 

下夜久野地区財産区管理

会 
205 205 0 - 0 1.5 

後期高齢者医療事業 1,490,009 1,473,309 16,700 - 16,700 皆増 

特 
  

 
 

別  
 
  

会 
 
  

 

計 

特別会計合計 27,614,342 31,147,932 △3,533,590 48,521 △3,582,111 △15.7 

ガス事業 736,035 849,042 △113,007 - △113,007 22.1 

水道事業 1,103,891 1,134,987 △31,096 - △31,096 2.8 

病院事業 7,444,619 8,053,235 △608,616 - △608,616 5.2 

企
業
会
計 

企業会計合計 9,284,545 10,037,264 △752,719 - △752,719 6.1 

総        合        計  77,271,439 80,660,188 △3,388,749 307,312 △3,696,061 △3.8 

資 料 編 
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一般会計歳入明細    

 （ 単位 ： 千円・％ ） 

区     分 平成２０年度 平成１９年度 比較増減 

財    源    別 収入済額 
構成

比率 
収入済額 

構成

比率 
金額 伸率 

市税 12,352,740 30.6 12,239,344 31.8 113,396 0.9 

分担金及び負担金 699,241 1.7 731,126 1.9 △31,885 △4.4 

使用料及び手数料 1,120,792 2.8 1,173,053 3.0 △52,261 △4.5 

財産収入 339,843 0.8 213,256 0.6 126,587 59.4 

寄附金 142,789 0.4 211,759 0.6 △68,970 △32.6 

繰入金 2,050,127 5.1 2,271,611 5.9 △221,484 △9.8 

諸収入 462,611 1.1 266,665 0.7 195,946 73.5 

繰越金 585,091 1.5 691,011 1.8 △105,919 △15.3 

自 

主 

財 

源 

計 17,753,235 44.0 17,797,824 46.3 △44,590 △0.3 

地方譲与税 505,938 1.3 527,579 1.4 △21,641 △4.1 

利子割交付金 50,569 0.1 62,709 0.2 △12,140 △19.4 

配当割交付金 21,784 0.1 47,631 0.1 △25,847 △54.3 

株式等譲渡所得割交付金 8,051 0.0 34,902 0.1 △26,851 △76.9 

地方消費税交付金 846,327 2.1 895,037 2.3 △48,710 △5.4 

ゴルフ場利用税交付金 8,741 0.0 12,594 0.0 △3,853 △30.6 

自動車取得税交付金 297,710 0.7 372,277 1.0 △74,567 △20.0 

国有提供施設等所在 

市町村助成交付金 
21,246 0.1 22,002 0.0 △756 △3.4 

地方特例交付金 148,852 0.4 73,719 0.2 75,133 101.9 

地方交付税 9,687,202 24.0 9,047,852 23.5 639,350 7.1 

交通安全対策特別交付金 19,642 0.0 22,192, 0.1 △2,550 △11.5 

国庫支出金 5,168,590 12.8 3,909,601 10.2 1,258,990 32.2 

府支出金 2,143,165 5.3 2,398,873 6.2 △255,708 △10.7 

市債 3,691,500 9.1 3,238,800 8.4 452,700 14.0 

依 
 

存  
財  

源 

計 22,619,318 56.0 20,665,768 53.7 1,953,550 9.5 

合          計 40,372,552 100.0 38,463,592 100.0 1,908,960 5.0 
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歳入決算の構成比

自動車取得税交付金
等, 1.4

諸収入, 1.1

繰越金, 1.5

繰入金, 5.1

財産収入, 0.8

府支出金, 5.3

使用料及び手数料,
2.8 分担金及び負担金,

1.7

国庫支出金, 12.8

地方交付税, 24.0

地方消費税交付金,
2.1

地方譲与税, 1.3

市税, 30.6

市債, 9.1
その他, 0.4

単位（％）

    

    

前年度歳入決算額との比較

2.1 2.7

21.4 20.5

5.9 2.3

32.4

6.9

22.724.0

39.1

11.77.3

90.5

6.39.0
5.3

122.4
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96.9

1.6

36.9
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主な一般財源の状況                        （単位：千円）    

内 訳 平成 20 年度 平成 19 年度 増減額 増減率（%） 

市税 12,352,741 12,239,344 113,397 0.9 

地方譲与税 505,938 527,579 △ 21,641 △ 4.1 

利子割交付金 50,569 62,709 △ 12,140 △ 19.4 

配当割交付金 21,784 47,631 △ 25,847 △ 54.3 

株式等譲渡所得割交付金 8,051 34,902 △ 26,851 △ 76.9 

地方消費税交付金 846,327 895,037 △ 48,710 △ 5.4 

ゴルフ場利用税交付金 8,741 12,594 △ 3,853 △ 30.6 

自動車取得税交付金 297,710 372,277 △ 74,567 △ 20.0 

国有提供施設等 

所在市町村助成交付金 
21,246 22,002 △ 756 △ 3.4 

地方特例交付金 148,852 73,719 75,133 101.9 

地方交付税 9,687,202 9,047,852 639,350 7.1 

交通安全対策特別交付金 19,642 22,192 △ 2,550 △ 11.5 

臨時財政対策債 837,800 894,400 △ 56,600 △ 6.3 

         計 24,806,603 24,252,238 554,365 2.3 
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市税の内訳      

                                     単位：千円    

平成 20 年度 平成 19 年度 

内 訳 
現年 

課税分 

滞納 

繰越分 

計 

(1) 

現年 

課税分 

滞納 

繰越分 

計 

(2) 

増減 

(1)－(2) 

伸率 

(%) 

市民税 5,337,468 49,948 5,387,416 5,412,053 50,853 5,462,906 △ 75,490 △1.4 

個人 3,569,168 44,467 3,613,635 3,513,294 47,152 3,560,446 53,189 1.5 

法人 1,768,300 5,481 1,773,781 1,898,759 3,701 1,902,460 △ 128,679 △6.8 

固定資産税 5,816,181 103,503 5,919,684 5,618,121 74,419 5,692,540 227,144 4.0 

軽自動車税 173,311 3,857 177,168 169,045 3,028 172,073 5,095 3.0 

たばこ税 590,589 - 590,589 641,004 - 641,004 △ 50,415 △7.9 

入湯税 7,937 - 7,937 9,577 - 9,577 △ 1,640 △17.1 

都市計画税 263,549 6,397 269,946 256,526 4,718 261,244 8,702 3.3 

市税計 12,189,035 163,705 12,352,740 12,106,326 133,018 12,239,344 113,396 0.9 

 

徴収率の状況  

                                 単位：％    

平成 20 年度 平成 19 年度 

現年課税分 滞納繰越分 
計 

(1) 
現年課税分 滞納繰越分 

計 

(2) 

増減 

(1)-(2) 

98.4 24.3 94.6 98.2 19.5 94.1 0.5 
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市税の構成比
入湯税, 0.1

都市計画税, 2.1

たばこ税, 4.8

軽自動車税, 1.4

固定資産税, 47.9

市民税（法人）,
14.4

市民税（個人）,
29.3

市民税（個人） 市民税（法人） 固定資産税 軽自動車税 たばこ税 入湯税 都市計画税

単位(％)

 

 

市税の推移
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一般会計歳出明細             

                                 （単位：千円・％） 

平成 20 年度  平成 19 年度 増減 
目的別 

支出額（Ａ) 構成比 支出額（B) 構成比 (Ａ)-(B) 増減率 

議会費 330,392 0.8 325,632 0.9 4,760 1.5 

総務費 5,329,325 13.5 5,329,007 14.2 318 0.0 

民生費 9,969,350 25.3 9,026,025 24.1 943,325 10.5 

衛生費 4,683,606 11.9 5,306,395 14.2 △622,789 △11.7 

労働費 29,399 0.1 29,882 0.1 △483 △1.6 

農林業費 1,709,634 4.3 1,983,700 5.3 △274,066 △13.8 

商工費 1,769,455 4.5 333,811 0.9 1,435,644 430.1 

土木費 4,994,879 12.6 4,579,958 12.2 414,921 9.1 

消防費 1,218,464 3.1 1,206,829 3.2 11,635 1.0 

教育費 3,081,368 7.8 2,629,501 7.0 451,867 17.2 

災害復旧費  - - 67,701 0.2 △67,701 皆減 

公債費 6,349,720 16.1 5,846,091 15.6 503,629 8.6 

諸支出金 9,400 0.0 800,000 2.1 △790,600 △98.8 

歳 出 合 計 39,474,992 100.0 37,464,532 100.0 2,010,460 5.4 

 

              ～ 地方財政状況調査の分類による       （単位：千円・％） 

平成 20 年度 平成 19 年度 増減 
性質別 

支出額（Ａ) 構成比 支出額（B) 構成比 (Ａ)-(B) 増減率 

人件費 7,268,617 18.4 7,444,033 19.9 △175,416 △2.4 

扶助費 5,651,463 14.3 5,387,075 14.4 264,388 4.9 

公債費 6,310,548 15.9 5,756,154 15.4 554,394 9.6 

物件費 3,933,202 10.0 3,969,624 10.6 △36,422 △0.9 

維持補修等 276,937 0.7 233,744 0.6 43,193 18.5 

補助費等 3,499,318 8.8 2,540,582 6.8 958,736 37.7 

積立金 700,224 1.8 537,042 1.4 163,182 30.4 

投資及び出資金 9,400  0.0 - - 9,400 皆増 

貸付金 25,360 0.1 818,700 2.2 △793,340 △96.9 

繰出金 5,341,704 13.5 4,165,348 11.1 1,176,356 28.2 

投資的経費 6,458,219 16.4 6,612,230 17.6 △154,011 △2.3 

歳 出 合 計 39,474,992 100.0 37,464,532 100.0 2,010,460 5.4 
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歳出決算の構成比（目的別）

教育費 7.8

消防費 3.1

土木費 12.6

商工費 4.5

労働費 0.1農林業費 4.3

衛生費 11.9

民生費 25.3

総務費 13.5議会費 0.8

公債費 16.1

単位（％）

 

 

前年度歳出決算額との比較（目的別）

3.3
8.0

99.7

0.3

17.1 17.7

49.9

30.7

0.0

63.5
58.4

0.7

26.3

12.1

45.8

19.8

0.3

53.1

90.3

53.3

3.2 0.1

12.2

46.9

53.3

3.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

議
会

費

総
務

費

民
生

費

衛
生

費

労
働

費

農
林

業
費

商
工

費

土
木

費

消
防

費

教
育

費

災
害

復
旧

費

公
債

費

諸
支

出
金

億円

H19 Ｈ20

 



 25 

歳出決算の構成比（性質別）

投資的経費, 16.4

繰出金, 13.5

積立金, 1.8

貸付金, 0.1

補助費等, 8.8

維持補修等, 0.7 物件費, 10.0

公債費, 15.9

扶助費, 14.3

人件費, 18.4

単位（％）

 
 

前年度歳出決算額との比較（性質別）
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                                                        （単位：千円） 

会 計 名 実質収支額 

一般会計 638,769 

休日急患診療所費特別会計 0 

計 ① 638,769 

一
般
会
計
等 

実質赤字比率 ①÷④＝２．７７％    → － 

会 計 名 実質収支額 

国民健康保険事業特別会計 314,343 

介護保険事業特別会計（保険事業勘定） 94,887 

老人保健医療事業特別会計 △22,920 

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定） 4,530 

国民健康保険診療所特別会計 △5,604 

一般会計等以外

の特別会計のう

ち公営企業に係

る特別会計以外

の特別会計 
後期高齢者医療事業特別会計 16,700 

会 計 名 資金不足・剰余額 

病院事業会計 903,147 

水道事業会計 912,248 
法適用 

企業 
ガス事業会計 739,689 

と畜場費特別会計 0 

簡易水道事業特別会計 0 

下水道事業特別会計 159,992 

公設地方卸売市場事業特別会計 1,139 

農業集落排水施設事業特別会計 0 

石原土地区画整理事業特別会計 △404,924 

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計 △55,177 

福知山駅南土地区画整理事業特別会計 △91,832 

河守土地区画整理事業特別会計 66,608 

企

業

会

計 法非適用 

企業 

宅地造成事業特別会計 327,143 

公
営
事
業
会
計 

  計 ② 2,959,969 

① ＋ ② ③ 3,598,738 

連結実質赤字比率 ③÷④＝１５．６５％  → ― 

    実質赤字比率、連結実質赤字比率とも赤字は発生していないため｢－｣で表示している。 

標準財政規模 

④ 
22,989,969 

平成 20 年度財政健全化判断比率算定シート 
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                                     （単位：千円・％） 

 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

元利償還金 （繰上償還除く） ① 5,610,310 5,587,261 5,797,569 

準元利償還金 ② 2,107,177 2,027,365 2,033,927 

公営企業債の償還に充てたと認められるも

の 
(2,012,024) (1,947,849) (1,987,412) 

加入する組合が起こした地方債に充てたと

認められる負担金 
(48,638) (46,732) (27,531) 

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に

準ずるもの 
(45,992) (32,544) (18,744) 

内 
 

 
 

 
 

訳 

一時借入金利子  (523) (240) (240) 

特定財源 ③ 336,018 294,754 248,220 

元利償還金・準元利償還金に係る基準

財政需要額算入額 
④ 4,284,383 4,450,520 4,754,140 

標準財政規模 ⑤ 22,441,895 22,372,339 22,989,969 

実質公債費比率＝ 
(①+②)-(③+④) 

⑤-④  

17.0 16.0 15.5 

  
 

実質公債費比率 

（３カ年平均） 
16.1 

（単位：千円・％） 

地方債の現在高 49,081,214 充当可能基金 6,519,306 

債務負担行為に基づく支出予定額 8,122,895 特定財源見込額 3,571,721 

公営企業債等繰入見込額 29,249,333 うち都市計画税 (2,773,413) 

組合等負担等見込額 453,377 

退職手当負担見込額 8,079,766 

地方債現在高に係

る基準財政需要額

算入見込額 

50,974,530 

将
来
負
担
額 

  計 ① 94,986,585 

充
当
可
能
財
源 

  計 ② 61,065,557 

標準財政規模 ③ 22,989,969 

元利償還金・準元利

償還金に係る基準

財政需要額算入額 

④ 4,754,140 

将来負担比率＝ 
① - ② 

③ - ④  

将来負担比率 186.0 

・債務負担行為に基づく支出予定額は福知山市土地開発公社に対しての予定額である。 

・組合等負担等見込額は京都府住宅新築資金等貸付事業組合に対しての見込額である。 

 


